答　申



審査会の結論

北九州市長（以下「実施機関」という。）は、本件異議申立ての対象となった保有個人情報について不開示とした情報のうち、別表の記載部分を開示すべきである。

第１　異議申立てに至る経過等

１　異議申立人は、平成17年4月14日、北九州市個人情報保護条例（平成16年北九州市条例第51号。以下「新条例」という。）第16条第１項の規定に基づき、実施機関に対して次の保有個人情報の開示請求（以下「本件請求」という。）を行った。

「平成11年以降の生活保護についての記録のすべて（以下「本件ケース記録」という。）」

２　実施機関は、本件請求に係る保有個人情報（以下「本件保有個人情報」という。）について、平成17年6月10日付で一部開示の決定（平成17年6月10日付北九南護第15号。以下「本件処分」という。）を行い、異議申立人に通知し、異議申立人は、当該保有個人情報一部開示決定通知書を平成17年6月13日に受領した。

３　異議申立人は、平成17年8月4日、行政不服審査法（昭和37年法律第160号）第6条の規定に基づき、本件処分を不服として、実施機関に対して異議申立てを行った。

４　なお、新条例付則第2項の規定により、新条例施行日（平成17年4月1日）前に作成又は取得した保有個人情報は、従前の例によるとされている。このため、本件保有個人情報のうち、新条例施行日前に作成又は取得された保有個人情報の開示・不開示の基準は、改正前の北九州市個人情報保護条例（平成4年北九州市条例第21号。平成16年北九州市条例第51号による改正前のもの。以下「旧条例」という。）による。

第２　異議申立人の主張要旨

１　異議申立ての趣旨

　　　異議申立ての趣旨は、本件処分の取消しを求めるというものである。

２　異議申立ての理由

　　　

異議申立人が、異議申立書、意見書及び審査会における口頭意見陳述で主張している異議申立ての主たる理由は、次のように要約される。

（１）旧条例第19条第1項第3号該当性

　　　ア　実施機関は、異議申立人の生活保護受給者としての態度を評価したうえで、生活保護の廃止処分や申請に対する却下処分を行ったものと考えられる。しかしながら、異議申立人は、実施機関の処分に対して納得しておらず、訪問格付のように評価に関する情報は、異議申立人にとってどうしても知りたい内容であることから、開示されるべきである。
イ　異議申立人は、実施機関の異議申立人に対する認識及び評価が誤っていたと考えて、開示請求したのであるから、それらの情報は開示されるべきである。

ウ　異議申立人に対する認識及び評価に関する情報は、異議申立人にとって一番重要な情報であり、これを開示しなければ、開示請求の意味はない。

エ　実施機関が開示すると支障をきたすと主張している項目については、個別に、どのような具体的な支障があり、それが開示の利益を超えるものか否かを検討していただきたい。
　　　

（２）旧条例第19条第1項第5号該当性

ア　関係機関から提供された情報は、個別に、どのような具体的な支障があり、それが開示の利益を超えるものか否かを検討していただきたい。

イ　異議申立人の居住に関する情報は、開示されるべきである。
　　　

　（３）扶養義務者の情報、第三者の氏名等、印影及び医療情報は、異議を撤回する。
第３　異議申立てに対する実施機関の主張要旨

実施機関が理由説明書及び意見聴取等において主張している内容は、概略次のとおりである。

１　旧条例第19条第1項第3号該当性

　（１）訪問格付は、異議申立人個人の評価・判定に関する個人情報であり、当該格付が異議申立人の認識と異なる場合、これを開示することにより、実施機関と異議申立人との信頼関係が損なわれ、適正な指導が困難になるなど、異議申立人に係る生活保護事務の適正な執行に支障が生じるおそれがあることから本号に該当する。
　（２）処遇・指導方針、担当者所見及び訪問目的は、異議申立人本人の評価・判定の内容や指導上の方針等に関する情報であり、異議申立人本人の認識と異なる評価、所見等が記載されている可能性がある。したがって、これらの情報を開示すると、実施機関と異議申立人との信頼関係が損なわれ、適正な指導が困難になるなど、異議申立人に係る生活保護事務の適正な執行に支障が生じるおそれがあること、また、個人の評価、診断等の過程や基準を知らせることともなり、評価者等が正確な評価等ができなくなること、当該評価、診断等自体が成立しなくなることから本号に該当する。

２　旧条例第19条第1項第5号該当性

　　　関係機関から提供された情報は、異議申立人の生活状況等について、関係機関から任意に行われる協力のもとに取得した情報である。これらの情報を開示することにより、今後、関係機関からの情報が得られないなど、将来にわたる継続的で包括的な協力関係又は信頼関係を著しく害すると認められることから本号に該当する。
　　　
３　結論

　　　以上のとおり、本件処分は旧条例の規定に合致しており、本件異議申立ては理由がないものと考える。

第４　審査会の判断

１　基本的な考え方

　　　旧条例は、市が保有する個人情報の開示及び訂正を請求する権利を保障することにより、市政の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを目的としており（第1条）、原則開示の理念の下に解釈運用されなければならない。

当審査会は、この原則開示の理念に立って、異議申立ての対象となった本件保有個人情報が旧条例第19条の不開示事由に該当するか否かを個別・具体的に検討した結果、以下のように判断する。

２　本件保有個人情報の概要等

（1） 生活保護は、生活保護法（昭和25年法律第144号）第1条に規定されている
ように、日本国憲法第25条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮するすべての国民に対し、その困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的とする制度である。

　

（２）ケース記録は、被保護者世帯の生活実態に関する情報・資料を集録し、保護の決定実施上の基礎的な事実を明らかにするとともに、被保護者の処遇・指導方針、給付サービス内容等を具体的に記録して処遇の経過を明らかにして、保護の実施機関の責任を明確にするものであり、生活保護事務を適正かつ円滑に実施するための基礎的な資料として、生活保護法第10条の規定により、原則として被保護世帯単位に作成されている。

（３）本件保有個人情報は、小倉南福祉事務所が異議申立人に関して作成し、保有している平成11年以降から平成17年4月14日までの本件ケース記録のうち、異議申立人に係る個人情報である。

（４）本件ケース記録は、保護決定調書、扶養義務者台帳、保護台帳、訪問台帳、保護変更決定調書、医療費認定調書、面接記録票、ケース記録票、個別協議票及び添付書類により構成されている。

（５）本件保有個人情報のうち不開示情報は、新条例施行日前に作成又は取得された情報であり、次のカテゴリーに分類することができる。

ア　処遇・指導方針

イ　担当者所見
ウ　民生委員総合意見
エ　訪問格付

オ　訪問目的
カ　生活状況調査

キ　扶養依頼に関する情報
ク　第三者の氏名等

ケ　扶養義務者の情報

コ　印影

　　　サ　関係機関への調査・回答

シ　関係人への調査・回答

ス　医療情報　

（６）本件ケース記録を構成する文書の概要と当該文書における不開示情報は、次のとおりである。
①　保護決定調書は、異議申立人の収入の変化に応じ、被保護者世帯の最低生活費と収入を対比し、決定された月単位の扶助額その他の情報が記録されており、実施機関は「エ　訪問格付」に関する情報を不開示としている。
②　扶養義務者台帳は、扶養義務者の氏名、住所、続柄、生年月日、電話番号、扶養依頼に対する扶養義務者の回答及び緊急連絡先が記録されており、実施機関は「ケ　扶養義務者の情報」に関する情報を不開示としている。

③　保護台帳は、異議申立人の世帯状況や資産、他法他施策等の情報が記録されており、実施機関は「エ　訪問格付」に関する情報を不開示としている。

④　訪問台帳は、訪問格付、世帯員の情報、扶養義務者等の情報が記録されており、実施機関は「エ　訪問格付」及び「ケ　扶養義務者の情報」に関する情報を不開示としている。
⑤　保護変更決定調書は、何らかの扶助を受けていた異議申立人が別の扶助を受ける場合や、受けている扶助の程度が変わる場合に、その受けている保護の種類、程度及び方法に関する情報が記録されており、実施機関は「ス　医療情報」に関する情報を不開示としている。

⑥　医療費認定調書は、医療扶助の程度の変更に関する情報が記録されており、実施機関は「ス　医療情報」に関する情報を不開示としている。

⑦　面接記録票は、面接員が面接時に異議申立人から聞き取った来訪目的、最近の生活状況情報、扶養義務者の情報、資産状況、他法給付、面接結果の留意点等に関する情報が記録されており、実施機関は「ア　処遇・指導方針」及び「ケ　扶養義務者の情報」に関する情報を不開示としている。

⑧　ケース記録票は、担当ケースワーカーが異議申立人から聞き取った生活状況、異議申立人に指導支援した内容、異議申立人に対する調査内容、評価判定に関する情報等が記録されており、実施機関は「ア　処遇・指導方針」、「イ　担当者所見」、「エ　訪問格付」、「オ　訪問目的」、「カ　生活状況調査」、「キ　扶養依頼に関する情報」、「ク　第三者の氏名等」、「ケ　扶養義務者の情報」、「サ　関係機関への調査・回答」及び「シ　関係人への調査・回答」に関する情報を不開示としている。

⑨　個別協議票は、異議申立人に対する今後の処遇に活用するために、異議申立人の処遇上の問題点、具体的な方策を示した処遇方針、訪問格付等の情報が記録されており、実施機関は「ア　処遇方針」及び「エ　訪問格付」に関する情報を不開示としている。

⑩　添付書類は、「医療等関係文書」、「ケース診断会議資料」、「関係先機関文書」、「扶養関係文書」、「民生委員意見書」、「課税収入比較表」、「戸籍等文書」及び「新規ケースチェックリスト」であり、実施機関は「ア　処遇・指導方針」、「イ　担当者所見」、「ウ　民生委員総合意見」、「エ　訪問格付」、「ク　第三者の氏名等」、「ケ　扶養義務者の情報」、「コ　印影」、「サ　関係機関への調査・回答」及び「ス　医療情報」に関する情報を不開示としている。

（７）なお、「ク　第三者の氏名等」、「ケ　扶養義務者の情報」、「コ　印影」及び「ス医療情報」に関する不開示情報については、異議申立人が争わない旨申し出ているため、審査会としての判断は行わないこととする。
　３　旧条例第19条第1項第3号該当性

　（１）旧条例第19条第1項第3号は、「個人の評価、判定、診断、指導、選考、相談等に関する個人情報であって、開示することにより、事務の適正な執行に支障が生じると認められるもの」は、開示しないことができると定めている。

　（２）実施機関は、本号に該当するとして、前記第4、2、（4）、ア～キの情報を不開示としている。

（３）本号該当性判断

ア　処遇・指導方針

実施機関が「ケース記録票」、「個別協議票」及び「添付書類」（医療等関係文書、ケース診断会議資料、関係先機関文書、課税収入比較表及び新規ケースチェックリスト）において「処遇・指導方針」として不開示とした情報は、ケースワーカーが異議申立人本人や関係機関等から得た様々な情報に基づき異議申立人に対する具体的な諸課題やその諸課題を解決するための具体的な方策について記録したものであり、評価・判定等に関する情報である。
実施機関は、異議申立人に対する「処遇・指導方針」を決定した上で、適切な指導・援助等を行っている。

確かに、「処遇・指導方針」は、実施機関が主張するように異議申立人の評価・判定等に関する情報であり、また、異議申立人の認識と異なる評価・判定等が記録されている可能性があることも否定できない。

しかしながら、被保護者の自立助長及び生活保護行政の公正かつ適切な執行を図るためには、被保護者自身の課題解決に向けた意欲と取組が不可欠とされている。そのため、一般的には、ケースワーカーは、被保護者に対して、被保護者自身が抱える諸課題とその具体的な方策を示した「処遇・指導方針」を説明して、十分に認識させた上で具体的な処遇を進めているところであり、また、ケースワーカーが「処遇・指導方針」を明確には説明しない場合であっても、被保護者は、その指導内容から、容易に「処遇・指導方針」を了知し得ることができるものと解することが相当である。

また、「面接記録票」に記載されている「処遇・指導方針」は、面接員が保護申請の理由、生活・収入状況、扶養義務者の状況などを保護申請者から聴取し、これらの内容を踏まえ、ケースワーカーが効率的な調査が実施できるよう調査の留意点として記録したものであり、上記と同様に解することが相当である。

したがって、異議申立人は、本件事案において、「処遇・指導方針」を了知し得る立場にあると認められることから、当該情報を開示し、異議申立人の認識と異なる場合であっても、異議申立人と実施機関との信頼関係が損なわれ、今後の指導・援助等が困難となるおそれがあるなど生活保護事務の適正な執行に支障が生じるとは認められないため、本号に該当せず、開示することが妥当である。

　　ただし、「処遇・指導方針」のうち、「ケース記録票」の「保健福祉局監査指導課の監査結果に関する部分」、「未実施の処遇方針に関する部分」及び「扶養依頼の取り扱い方針に関する部分」並びに「個別協議票」の「自立見込要因及び自立見込に関する部分」並びに「新規ケースチェックリスト」の「扶養依頼の処理基準に関する部分」については、異議申立人への説明を前提とした情報ではないことから、当該情報を開示することにより、異議申立人に無用の誤解を招くおそれがあり、今後の指導・援助等が困難となるなど生活保護事務の適正な執行に支障が生じると認められるため、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

　なお、実施機関が「処遇・指導方針」として不開示とした情報のうち、次の情報については、異議申立人に関する評価・判定等の情報でなく、関係機関から任意に提供された情報又は異議申立人以外の第三者の個人情報であることから、本号ではなく、旧条例第19条第1項第5号又は旧条例第19条第1項第2号の該当性を判断することとする（後記第4、4・後記第4、5のとおり）。

（ア）旧条例第19条第1項第5号該当性を判断すべき情報

ａ　市営住宅相談コーナーから任意に提供された情報（「ケース記録票」）
ｂ　関係機関から任意に提供された情報（「ケース記録票」及び｢ケース診断会議資料」）
(イ) 旧条例第19条第1項第2号該当性を判断すべき情報
ａ　扶養義務者の処遇方針に関する情報（「ケース記録票」及び｢個別協議票」）
ｂ　扶養義務者調査に関する情報（「ケース記録票」及び｢ケース診断会議資料」）

ｃ　扶養義務者から任意に提供された異議申立人に関する情報（「ケース記録票」及び｢ケース診断会議資料」）

ｄ  近隣住民等から任意に提供された異議申立人に関する情報（「ケース診断会議資料」）

ｅ  関係機関担当者氏名（「ケース記録票」）
イ　担当者所見

実施機関が「ケース記録票」及び「ケース診断会議資料」において「担当者所見」として不開示とした情報は、ケースワーカーが異議申立人に対して行った様々な指導・調査における異議申立人の発言内容や表情、これまでの行動記録等に基づくケースワーカーの率直な意見であり、異議申立人の評価・判定等に関する情報である。

また、この「担当者所見」は、被保護者に対する効果的な処遇方針を作成する上で極めて重要な情報であるとともに、上司が担当者を指導する場合や担当者が円滑に事務引継を行う場合など生活保護事務を適切に処理する上でも必要な情報であり、事実に基づく客観的な記録が要請されている。

したがって、当該情報を開示すると、被保護者の認識と異なる場合は、被保護者と実施機関との信頼関係が損なわれ、今後の指導・援助等が困難となるおそれがあること、また、今後、ケースワーカーが被保護者に関する評価・判定等を率直に記録することを差し控え、その結果、ケース記録が形骸化して適切な指導・援助等ができなくなるおそれがあることなど生活保護事務の適正な執行に支障が生じると認められるため、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

ただし、実施機関が「担当者所見」として不開示とした情報のうち、「異議申立人の表情の変化に関するケースワーカーの感想部分」、「客観的な事実に関する部分（担当者所見と不可分一体のものを除く。）」等については、異議申立人の評価・判定等に関する情報とは認められないため、本号に該当せず、また、不開示とする特段の事由も見当たらないため、開示することが妥当である。

　　
　ウ　民生委員総合意見

実施機関が「民生委員意見書」において「民生委員総合意見」として不開示とした情報は、民生委員が、異議申立人の生活保護申請の際に、保護申請の理由、生活・収入状況、扶養義務者の状況などを異議申立人から聴取し、これらの調査を踏まえ、生活保護の必要性について、率直な意見を記録したものであり、異議申立人の評価・判定等に関する情報である。

当該情報は、上記「イ　担当者所見」と同様に解して、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

　　　エ　訪問格付
　実施機関が「保護決定調書」、「保護台帳」、「訪問台帳」、「ケース記録票」、「個別協議票」及び「新規ケースチェックリスト」において「訪問格付」として不開示とした情報は、ケースワーカーが、被保護者に対して、効果的な指導・支援を行うために、保健福祉局保護課が作成した訪問格付基準表により、訪問調査・指導の頻度をＡ～Ｅケースの５段階に区分したものであり、異議申立人の評価・判定等に関する情報である。

　　しかしながら、訪問格付基準表は、被保護者が北九州市情報公開条例に基づき、開示請求等により入手することが可能であり、被保護者は、その訪問格付基準表とケースワーカーの訪問頻度や指導内容を照合すれば、「訪問格付」を容易に了知し得ることができるものと解することが相当である。

したがって、異議申立人は、本件事案において、「訪問格付」を了知し得る立場にあると認められることから、当該情報を開示しても、異議申立人と実施機関との信頼関係が損なわれ、今後の指導・援助等が困難となるおそれがあるなど生活保護事務の適正な執行に支障が生じるとは認められないため、本号に該当せず、開示することが妥当である。
オ　訪問目的

被保護者を訪問する際には、ケースワーカーは、被保護者に対して、例えば求職活動の状況把握、生活実態の近況把握等どのような目的で訪問したかを説明することが一般的であり、むしろ「訪問目的」を明示してこそ被保護者との信頼関係を築くことができるものと考えられ、また、ケースワーカーが明確には説明しない場合であっても、被保護者は、その指導内容から、容易に「訪問目的」を推測することが可能であると考えられる。

したがって、このように「ケース記録票」に記載されている異議申立人が了知していると推認できる「訪問目的」に関する情報を開示しても、異議申立人との信頼関係が損なわれ、適切な指導が困難になるなど生活保護事務の適正な執行に支障が生じるとは認められないため、本号に該当せず、開示することが妥当である。

カ　生活状況調査

ケースワーカーは、保護の要否等の確認・検証や自立に向けての指導を行うため、日頃から被保護者の生活状況等の把握に努めているが、その過程で、ケースワーカーが被保護者の生活実態等に疑問を感じる場合がある。そのときは情報の内容により必要に応じてその真偽を確認するため調査を行うが、情報の信憑性に疑問がある場合や直接被保護者本人に確認しても正確な情報が得られないおそれがある場合等は、被保護者本人に知らせることなく調査を行うのが通例であり、「ケース記録票」に記載されている本件調査も同様の事案である。

実施機関は、このような調査開始に至る評価情報を開示すると、実施機関と異議申立人との信頼関係が損なわれ、今後、適切な指導が困難となるなど生活保護事務の適正な執行に支障が生じるおそれがある旨主張する。

確かに、一般的には、被保護者が了知していない調査内容を開示すると、実施機関と被保護者との信頼関係が損なわれ、適切な指導が困難となる場合があることは否定できない。

しかしながら、実施機関が「生活状況調査」として不開示とした情報は、調査に至る経緯・調査結果等の客観的な記録であり、異議申立人の評価・判定等に関する情報とは認められず、また、当該調査自体も本件事案のような調査としては一般的に想定される範囲のものであると考えられる。

したがって、当該情報を開示しても、生活保護事務の適正な執行に支障が生じるとは認められないため、本号に該当せず、また、不開示とする特段の事由も見当たらないため、開示することが妥当である。

　ただし、「生活状況調査」のうち、「扶養義務者調査に関する情報」については、異議申立人に関する評価・判定等の情報でなく、異議申立人以外の「第三者」の個人情報であることから、本号ではなく、旧条例第19条第1項第2号の該当性を判断することとする（後記第4、5のとおり）。
キ　扶養依頼に関する情報
実施機関がケース記録票において「扶養依頼に関する情報」として不開示とした情報は、異議申立人の扶養義務者の氏名、異議申立人への援助の可否等の、いわゆる異議申立人以外の「第三者」の個人情報である。

したがって、当該情報については、本号ではなく、旧条例第19条第1項第2号の該当性を判断することとする（後記第4、5のとおり）。
４　旧条例第19条第1項第5号該当性

（１）旧条例第19条第1項第5号は、「国、地方公共団体又は他の実施機関等との間における協力、依頼等に基づいて作成し、又は取得した個人情報であって、開示することにより、これらのものとの協力関係又は信頼関係を著しく害すると認められるもの」は、開示しないことができると定めている。

（２）実施機関は、本号に該当するとして、前記第4、2、（4）、サ「関係機関への調査・回答」及びシ「関係人への調査・回答」の情報を不開示としている。

　（３）本号該当性判断

実施機関が「ケース記録票」及び「関係先機関文書」において「関係機関への調査・回答」として不開示とした情報は、関係機関から実施機関に提供された異議申立人の生活状況等に関する情報である。

ところで、実施機関は、生活保護の適正な運営を図るため、必要に応じて関係機関に対して被保護者の生活状況等について調査を行うが、通常、このような調査には強制力はなく、情報提供するか否かは関係機関の判断に委ねられている性質のものである。

そして、当該情報は、これまでの実施機関と関係機関との相互の協力・信頼関係の下に関係機関の判断により任意に提出された情報であり、また、開示することを前提に提供を受けた情報でもない。

したがって、関係機関から任意提供された当該情報を開示すると、異議申立人が関係機関へ苦情等の問い合わせをすることが十分想定され、そうなると、関係機関との協力・信頼関係を著しく損ない、今後、関係機関からの情報提供が得られなくなるおそれがあり、生活保護事務の適正な執行に支障が生じると認められるため、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

また、実施機関が「ケース記録票」において「関係人への調査・回答」とし
て不開示とした情報は、関係機関又は近隣等住民等から任意に提供された異議申立人に関する情報である。

このうち、「関係機関から任意に提供された情報」については、上記と同様に解して、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

一方、「近隣等住民等から任意に提供された情報」については、異議申立人以外の「第三者」の個人情報であることから、本号ではなく、旧条例第19条第1項第2号の該当性を判断することとする（後記第4、5のとおり）。
また、実施機関が前記第4、3、（3）、ア「処遇・指導方針」として不開示とした情報のうち、「市営住宅相談コーナーから任意に提供された情報」及び「関係機関から任意に提供された情報」についても、上記と同様に解して、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

ただし、実施機関が「関係機関への調査・回答」として不開示とした情報のうち、次の情報については、開示しても、関係機関との協力関係を著しく害するとは認められないため、本号に該当せず、開示することが妥当である。

ア　生活保護受給中に、ケースワーカー等から説明を受けた調査結果など異議申立人が了知していると推認できる情報

イ　水道使用料の滞納状況、住宅使用料の滞納状況など実施機関が関係機関に調査依頼を行えば、今後とも継続して協力して回答する蓋然性が高い客観的事実に関する情報
　　　　ウ　郵便局への照会内容など既に異議申立人に開示している情報と同様の情
　　　　　報
　　　
５　旧条例第19条第1項第2号該当性

（１）旧条例第19条第1項第2号は、「開示請求者以外のものに関する情報を含む個人情報であって、開示することにより、当該開示請求者以外のものの正当な利益を害することになると認められるもの」は、開示しないことができると定めている。

（２）本号該当性判断

　　　ア　扶養義務者及び近隣住民等から任意に提供された情報

実施機関が、前記第4、3、（3）、ア「処遇・指導方針」として不開示とした情報のうち、「扶養義務者から任意に提供された異議申立人に関する情報」及び「近隣住民等から任意に提供された異議申立人に関する情報」については、氏名・回答内容等の扶養義務者及び近隣住民等に関する個人情報が含まれており、当該情報を開示すると、異議申立人が情報提供者に対して苦情等の問い合わせをする可能性が十分想定されること、当該回答内容等に限定して開示しても、回答内容等から情報提供者が特定されるおそれがあることから情報提供者の正当な利益を害することとなると認められるため、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

　　また、前記第4、4、（3）の「関係人への調査・回答」に関する情報のうち

「近隣住民等から任意に提供された情報」についても、上記と同様に解して、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

　　　イ　扶養義務者及び関係機関担当者氏名に関する情報
　　　　　　

実施機関が前記第4、3、（3）、ア「処遇・指導方針」として不開示とした情報のうち、「扶養義務者の処遇方針に関する情報」、「扶養義務者調査に関する情報」及び「関係機関担当者氏名」並びに前記第4、3、（3）キの「扶養依頼に関する情報」についても、当該扶養義務者及び関係機関担当者氏名に関する個人情報が含まれており、当該情報を開示すると、当該個人の権利利益を害するおそれがあると認められるため、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

また、前記第4、3、（3）、カ「生活状況調査」に関する情報のうち、「扶養義務者調査に関する情報」も、上記と同様に解して、本号に該当し、不開示とすることが妥当である。

６　結論

以上のことから、当審査会は、実施機関の本件処分において不開示とされた情報について、冒頭の「審査会の結論」のとおり判断した。
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